















































その測定単位で標準条件（人口なら都道府県 170 万人・市町村 10 万人）を備えた自治体が標準行政を実施する上で必要な一般財源額
を割って算定される費用、そして補正係数には段階補正や密度補正などあるが、いずれも各自治体の地域特性を反映させる値である。
2） 岡本（2002）の 119 頁や林（2006）の 110～12 頁などを参照。実際に平成 14～16 年度には合理的・効率的な財政運営を行っている
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　つまり図 3 では施設数を 3 つ配置した時に総費
用は最小になるため、この場合の自治体の標準施
設数は 3 つになる。仮に既存の施設配置数が 2 つ
以下であれば、施設が 3 つ配置されることで、利
便性の向上が供給費用の増加分を上回る。
　図 4 の標準的な居住分布は図 2 の密集と図 3 の






　つまり図 4 では総費用曲線が V 字型をとるため、
標準行政にあたる最適な施設配置数は 2 つになる。
図 4 の居住分布では、自治体の既存の配置数が 3
つの場合、施設を 2 つにすることで規模の経済が
働けば、効率性改善が利便性の低下を上回ること












































































7） 「散在」及び「過疎」とは施設数に応じた移動費用が図 3 の形状になる意味である。
8） 「標準」とは図 4 の移動費用の形状をする居住分布のことである。






財政需要にあたるのは 1 館なのか、2 館なのかを
検証する 11）。なお対象年度は平成 12 年度だが、湖
南市として標準施設数はいくつなのかとみなして
議論する。
　総費用は Bramley（1990）に依拠して (1) 式のよ
うに定義する 12）。(1) 式の右辺第 1 項が経常的な供
給費用、右辺第 2 項が年間の図書館利用者が負担
する移動費用である 13）。









・  t  : 人口ウェートを考慮したそれぞれの居住地
点（需要点）から図書施設までの時速 22km
での道路距離による最短の移動時間 14）














で、旧石部町と旧甲西町のそれぞれ 33 と 133 ずつ
の居住地点（需要点）の人口数と緯度・経度を求
めた。
①　自治統計局『平成 8 年  市区町村別基準地域
メッシュ・コード一覧』を用いて、分析対象
の自治体の行政区画に該当する基準地域メッ
シュ及び 2 分の 1 地域メッシュ・コードを確
認する。
②　基準地域メッシュ及び 2 分の 1 地域メッシュ
の中には、複数の自治体の行政区域に跨って
いるものもある。例えば、旧石部町に該当す
る 2 分の 1 地域メッシュは、隣接する自治体






地理院発行の 2 万 5 千分の 1 の地図を用いて、
2 分の 1 地域メッシュの面積全体に占めるそ
れぞれの自治体の面積の割合を、メッシュ内
の人口数に乗じることによって、2 分の 1 地
域メッシュ内の自治体別の住民数を求めた。





































　推計結果は表 1 と表 2 に示している。表 1 と表






















































                                                  
16 先述したように推計の際に減価償却費は考慮していない。しかし減価償却費を考慮しな
くても、施設を１つに集約した時の供給費用の減少分は移動費用の増加を上回るため、た
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